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独立行政法人国立女性教育会館に係る業務の実績に関する評価（平成１３年度）
◎全体評価

評価項目 評 価 の 観 点 評 価 の 結 果

項目ごとの総合評価ではほとんどが「Ａ」評定であり、一部の定量的目標に「Ｃ」評定があるものの、中期目

標・中期計画に基づき、年度計画は達成する結果となっている。

事業活動

○女性教育関係者の実践的な研修機関としての役割を果たしてい 研修事業は国立女性教育会館の中核をなす事業であり、平成１３年度には９事業が計画され、女性教育

研修事業の充実 るか。 指導者、家庭教育指導者、女性関連施設の長及び職員、アジア太平洋地域政府機関・ＮＧＯの女性情報

指導者等を対象にセミナー等を数多く行った。

また、事業内容は、女性のエンパワーメント支援、子育て支援、女性関連施設等職員の専門的資質の向

上など目標もしっかり定められており、さらに、研修内容、方法は、参加者の満足度も高く、実践的な研修機

関としての役割を十分に果たしている。

その上で、今後さらに検討すべき課題を以下にあげる。

① 公開講演会のように広く一般の人を対象にした研修事業のあり方について、内容、方法、開催場所の適

切性を検討し、今後は、参加者の全都道府県への拡大、より多くの男性や企業関係者の参加の増加に努

めることが必要である。

② 講師等として、いわゆる「専門家」も必要であるが、参加経験者の中からさらに積極的に起用する必要が

ある。

③ 女性関連施設職員の研修にはさらに力を入れることが必要である。

④ 教育関係者の研修の対象者を、幼児教育関係者、企業の研修関係者というように広げる方向を考える

ことが必要である。

⑤ これらの研修事業の評価の方法については、例えば、応募倍率について、会場の「収容定員」という固定

値を基準とするのではなく、企画内容や前年度の参加実績等を勘案した人数を設定するなどの検討が必

要である。

⑥ 研修事業全体について、会館として先駆的なプログラムの企画や学習ニーズへの対応などの検討の機会

をもち、その結果を次年度に反映させることが必要である。

○女性関連施設、女性団体・グループ等のネットワーク形成及び交 国立女性教育会館では、平成１３年度には、女性のエンパワーメントに係る多様な研究や実践活動の情報

交流事業の充実 流の拠点としての役割を果たしているか。 交換などを行うための女性学等に関するフォーラム、全国の生涯学習を行っている団体、グループの交流のため

のフェスティバル、女性情報に関する国際フォーラムを実施し、海外をも視野に入れた全国的な交流の拠点との

意識をもって活動を展開し、よく役割を果たしている。

その上で、今後さらに検討すべき課題を以下にあげる。

① 関係分野の「研究者」の参加をさらに広げるための検討が必要である。

② 女性情報に関する国際フォーラムは、多くの人が関心をもつ事業であり、先端性が必要である。

③ 点検評価については、例えば、アンケート自体を引き続き行うのか、行うのであれば、どのような改善を図る

のかなどの工夫が必要である。

④ ネットワーク形成については、女性関連施設と女性団体グループ等とのネットワークのための場の提供を中

心として行われているが、その役割を一層推進する必要がある。

○女性教育及び家庭教育等に関する専門的・実践的な調査研 国立女性教育会館は、男女共同参画の視点から、女性教育及び家庭教育に関し、専門的であると同時

調査研究事業の充実 究機関としての役割を果たしているか。 に実践的な調査研究機関として期待されており、その役割を果たしている。また、研究事業はいずれも重要で

あり、全国的な規模で取り組まれていることは評価できる。

その上で、今後さらに検討すべき課題を以下にあげる。

① 平成１３年度における調査研究をみると、少子高齢化対応、女性教育・家庭教育学習プログラムの開

発、女性情報活用の手法の開発、女性の学習関心と学習行動に関する国際比較など、あまりにも多岐に

わたっている。調査研究項目を絞り込み、専門的研究を行い成果をあげるなどの選択性と優先性、高水準

の追求が望まれる。

② より多くの人が広く研究に参画できる方法、システムをさらに考える必要がある。

③ 核になる研究者をさらに広げ、適切な研究テーマを選定するために、公募制などを取り入れることも検討す

る必要がある。

④ 調査研究結果がより速やかに広く公表されて、多くの場で共有され、活用されるために、研究発表の方法

など、成果を普及する方法もさらに検討の必要がある。
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◎全体評価

評価項目 評 価 の 観 点 評 価 の 結 果

○女性及び家庭・家族に関する国内外の情報センターとしての役 女性教育に関する情報については、情報の収集・整理・提供などはよく行われ、信頼でき利用価値が高く、

情報事業の充実 割を果たしているか。 一般市民からもまた女性関連施設からも高い評価を得ている。

ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）を使っての情報提供など新しい情報収集・整理・提供方法の開発にも意

欲的で、女性及び家庭・家族に関する国内外の情報センターとしての役割をよく果たしている。

数値目標の達成では努力を要する点もあるが、全体としては、中期計画に沿って各事業が実施されている。

項目別評価が「Ｃ」である「文献複写サービス件数」については、単に件数を増加させるだけではなく、情報サ

ービスの向上に即した点検のあり方を検討すべきである。

今後、さらに拡充につとめ、国内外のセンターとしての役割を担うことが望まれる。

○利用者へのサービスの向上が図られているか。 わかりやすい案内書の作成の工夫、一部夜間利用の実施、ホームページの利用、ボランティアの参画など、

受入事業の充実 地理的条件をカバーすべく意欲的に取り組まれている。

その上で、さらに多くの人が会館を利用するための施策が必要であり、研修、交流などの主催事業に参加を

促進するよう、内容の充実をはかると同時に、施設を利用した自主活動を広く受入れることや、利用者へのサー

ビスと同時に、利用者の拡大をどう図るのか、具体的な検討が必要である。

なお、項目別評価が「Ｃ」である「利用者に対する情報提供実施件数」については、利用者へのサービス向

上に照らした点検のあり方を検討すべきである。

現在の取り組みの上に、更なる努力を期待したい。

○広報資料の充実が図られているか。 事業実施成果に係る刊行物など広報資料の内容が利用者の立場に立って工夫改善され、会館の事業の

広報活動の充実 ○広報活動の充実により、新規利用者の利用促進が図られている 紹介、成果の発表などで広報活動を積極的に展開しており充実が図られている。

か。 その上で、今後さらに検討すべき課題を以下にあげる。

① 広報と受入事業の充実は切り離せない。早い時期にその関係について、集中的、徹底的に検討し、充実

に取組む必要がある。

② 埼玉県武蔵嵐山にあること、宿泊施設をもっていること、研修、交流事業等を行っていることなど、プラス、

マイナスを分析し、多様な方法で検討することが望まれる。

③ 新規利用者については、若年層に対してはホームページを利用したＩＴ時代にふさわしい広報活動に力を

入れるなどなお一層の工夫が望まれる。

④ 広報用品の作成、大学等関係機関へのＰＲ等により利用者の拡大に取り組んでいるが、今後もいっそう

利用促進を図ることが必要である。

しかし、広報活動は結果に結びつかなければならず、広報資料の「配布」や「作成」、あるいは「送付」というレ

ベルに止まらずに、それがどのような成果をもたらしたのか、を追求していく必要がある。また、協力を得ている地

方公共団体や教育機関の数、マスコミ報道件数、あるいは研究結果の論文などへの引用件数等について、前

年度比伸率などで検証していくことなどを検討する必要がある。

項目ごとの総合評価ではほとんどが「Ａ」評定であり、中期目標・中期計画に基づき、年度計画は達成する

結果となっている。

業務運営

○法人全体としての目標の達成、任務の遂行に向けて、法人の長 変革期の中で、理事長はリーダーシップを発揮している。

理事長の主導性 としてのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮しているか。 理事長は、独立行政法人国立女性教育会館の設置目的に沿い、男女共同参画の視点を十分理解し、

事業内容の意欲的な選択、積極的な事業展開、効率的な経営、組織管理力など、新しい状況に的確に対

応し、成果をあげている。

今後は、さらに独立行政法人の長として、経営マインドを持ちながら、より生産性が高く、質の高いサービスの

提供を目指すことが望まれる。

内部的には、運営会議、事務連絡会議がおかれ、主導性を発揮できるようになっているが、外部の人たちが

参画する運営委員会を十分に活用する必要がある。

○業務運営の効率化に努力しているか。 女性関連施設等との共催、プログラムの共同開発、あるいは外部委託の推進や事務、組織、施設管理等

効率性 の見直しにより、効率性の追求がよく行われており、１．９４％の効率化を達成したことは評価する。

効率化は自己目的ではなく適切な目標を有効に達成する上での無駄の削減であり、さらに、参加者の拡

大、事業の充実の視点も入れて、具体的に検討し、実行することが望まれる。

外部委託と施設の有効利用の一層の推進も課題である。また、経費の削減率や項目単体での合理化金

額などが、前年度実績と比較できたり、会館全体の収支の中での影響度などが把握できるようになることを期

待する。
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◎全体評価

評価項目 評 価 の 観 点 評 価 の 結 果

○外部資金、施設使用料等自己収入の増加に努めているか。 平成１３年度については、宿泊研修施設の改修のため施設使用料が減少したものの、今後の施設の活性

収益の増加 化につながる将来への先行投資と考える。

一方、科学研究費補助金や内閣府男女共同参画局からの受託事業など外部資金の受け入れにより自

己収入の確保に努めている。

外部資金の導入や施設使用料の改善等は一朝一夕に達成されるものではない。今後、事業目的を見失

わないようにしつつ、長期計画を立てて利用者の増加を図るなど稼働率をあげるように努め、また、外部資金

は、民間からの資金の導入も含め、増加の努力をする必要がある。

自己収入の確保は今後、重要な課題になるが、利用抑制につながるような使用料設定は逆効果となりかね

ない。より質の高い会館としての活動と、その効率的な広報活動により、施設利用料や版権使用料、研究受

託などが増えていくことを期待したい。

○計画的な人事交流の推進が図られているか。 人事交流は推進され、人材の育成にも目配りがされるなど、人事の適正化が図られている。

人事の適正 ○人材育成が図られているか。 今後は、専門性の確保と人事交流のバランスの取り方、研究職の配置と人事交流のバランスの取り方など

の課題と同時に組織管理、労務管理、経営能力の涵養・向上などの課題があり、中長期的に会館の将来構

想を発案し担えるような人材の登用と処遇に一層留意する必要がある。

研修、交流、調査研究事業の拡大をみると、専門職員、研究員の増員が必要であるが、会館職員を核に

しつつ、参画という立場から外部研究者や事業参加者をどのように活用していくかが課題である。

女性センター、民間機関との人事交流は検討中ということであるが、「公務員」同士に止まらずに、「企業」と

の人事交流も検討を積極的に進めるなど、人材育成の対象範囲を広げて考える必要がある。

○前記項目以外の評価委員会による指摘事項のほか、中期計画 貸借対照表や損益計算書にある係数について、前年度との比較ができた方が、国民にとってもより分かりや

Ⅲ（予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計 すくなるのではないか。また、現状の業務をそのまま残し、様々な外注化が行われることにより、結果的にダブルコ

その他 画）、Ⅳ（短期借入金の限度額）、Ⅴ（重要な財産の処分等に関す ストにならないことを望む。

る計画）、Ⅵ（余剰金の使途）、Ⅶ（その他主務省令で定める業務

運営に関する事項）についても、業務運営ＷＧにおける検討結果等

を踏まえつつ、適宜記載

○女性教育に関するナショナルセンターとしての機能が発揮されてい 項目ごとの総合評価ではほとんどが「Ａ」評定であり、一部の定量的目標に「Ｃ」評定があるものの、中期目

総 評 るか。 標・中期計画に基づき、年度計画は達成する結果となっている。

○各事業が相互に関連して活用されているか。 国立女性教育会館は、昭和５２年の発足以来、国連主導による地球規模での女性の地位向上の動きの

中で、教育、学習事業を基本に位置づけた機関として、活動を広げてきており、国内外の女性関連施設・機

関等と連携を図りつつ、研修・交流・調査研究・情報の４つの機能を軸とした活動を通して、女性教育に関す

るナショナルセンターとしての機能を発揮しつつある。

その実績を踏まえて独立行政法人として存在意義を示し、ナショナルセンターとしての機能を発揮しつつある

が、それがどの程度、認知されているかが問題であり、機能の充実、拡大と同時に、国内的、さらには国際的に

認識を図ることが課題である。

全国各地の女性センター等が国立女性教育会館に拠点としてどのような期待をもっているかを十分把握し、

それに応える運営等について検討する必要がある。

外国の関係機関等とのネットワーク化、共同研究、シンポジウムの開催などに積極的に取り組み、今後はさ

らに東アジア地域における交流等の拠点としての役割を視野に入れるなど特色を出していく必要がある。

研修、交流、調査研究、情報の各事業が相互に関連して進められるところに、会館の特徴があり、現状でも

関連性はみられるが、事業の相互関連については、なお課題が残っている。

しかし、まず会館全体としての存在意義や目標を明確に示す事業をひとつひとつつくりあげながら課題を解決

していくことが先決であり、そのプロセスで関連が意識されるとき、効率性も高まり、おのずからなる活性化が達成

されると考える。

公開講演会、国際女性情報処理研修などは、他事業との関連を持たせた活用がなされているが、今後も

一層活用の拡大を図るなど、さらに意図的、計画的に関連性を深めていくよう期待する。

また、調査研究は、非常に重要であり、最近の発展は望ましく評価できるが、それを研修、交流など他の事

業と分離することがないように進めるとともに、ナショナルセンターにふさわしい調査研究機能の充実のために、より

大胆な将来構想を検討していく必要がある。

職員の一人一人が、独立行政法人の一員としてコスト意識を持ちながら、個々の業務レベルを向上させて

いくような仕組みが作られ、結果的に国立女性教育会館全体の質が向上していくことを望んでいる。

※中期計画に記載されていない事項であっても、独立行政法人化の趣旨に沿った取り組み等として積極的に評価すべきものについて、必要に応じて、全体評価に含める。
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◎項目別評価
※１ 評価基準の設定に当っては

Ａ：中期目標・中期計画に照らして十分達成 Ｂ：中期目標・中期計画に照らしてほぼ達成 Ｃ：中期目標・中期計画に照らして達成不十分 を目安として設定する。

※２ 数値による評価指標を設定しがたい評価項目については、定性的評価を記述し、委員の協議により評定を行う。

※３ 複数の指標を設定した場合には、複数の指標をまとめるルールが必要である。

※４ 必要に応じて、改善すべき事項、目標設定の妥当性についても評価を行う。

※５ 評価指標又は評価項目に係る点検・評価欄の☆は実施事業等の概要，○は評価指標又は評価項目，・は点検・評価の内容を示す。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

◎ 毎事業年度につき１％の業務の効率 経費の削減率 1.5％以上 1.0％以上 1.0％未満

化を図る。ただし、新規に追加される業務 (毎事業年度１％減) 1.5％未満 １．９４％ Ａ

・拡充業務分等はその対象としない。

１ 関係機関との共催事業の開催

・ 女性関連施設･団体と連携･協力して 共催事業の実施件数 ２事業超 ２事業 ２事業未満 ２事業（推進ﾌｫｰﾗﾑ、公開ｼﾝﾎﾟjｼﾞｳ Ｂ

共催事業を毎年度企画・実施する。 ﾑ)

・「男女共同参画学習推進ﾌｫｰﾗﾑ」 ☆概要

地域の実情と人々の学習要求に応じた ４地域（川崎市、新潟県、鳥取県、香川県）の共催先である女性関連施設を

生涯学習の推進と、広域的な施設間のﾈｯ 中心に企画委員会を組織し事業の企画を行い、実施。

ﾄﾜｰｸ形成の充実を図るため、女性教育施 ○経費の合理化が図られているか。効率化状況
設、生涯学習ｾﾝﾀｰ等の生涯学習関連施 ・共催先による自主的な実施運営が図られ、担当者の負担軽減、会議開催の

設と連携して地域においてﾌｫｰﾗﾑ等を実 効率化、会場借料等の減免などにより、約243万円の合理化が図られている。

施し、男女共同参画社会の形成の促進を ○業務の質的な側面での効率化が図られているか。

図る 。 ・地域の実状や学習ニーズをよく知る地域の人々による企画委員会を組織するこ Ａ

とにより、地域に密着したプログラムづくりができている。

・共催先とＮＷＥＣ（国立女性教育会館）とのネットワークの強化、共催先（女性

関連施設・団体）でのネットワークの強化が図れただけでなく、共催先同士のネッ

トワークの形成を図ることができている。 Ａ

・文部科学省の情報提供、目で見るＮＷＥＣ展示、会館紹介ビデオの放映等

により、男女共同参画学習についての国の動向を各地に広げられている。

・「公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ」 ☆概要

会館の女性教育、家庭教育に関する調 愛知県教育委員会との共催により実施。企画については、愛知県教育委員会

査研究で得られた最新の成果を発表し、 生涯学習課主査がシンポジストを務める等の連携を図る。

男女共同参画に向けた調査研究の充実を ○経費の合理化が図られているか。効率化状況
図る。 ・共催先による自主的な実施運営が図られ、担当者の負担軽減、人的協力に

より約13万円の合理化が図られている。

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。 Ａ

・シンポジウム形式で研究成果の発表及び応募論文を公開することにより，成果

普及が効率的に行われている。

・研究事業の成果の発表及び応募論文の公開は、参加者の８０％以上が「期

待どおり」「期待した以上」と評価しており、男女共同参画に関する調査研究の

普及が図られている。

・研究事業の成果の公開を、東京以外の地域で開催できた意義は大きい。
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Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

２ 男女共同参画社会の形成の促進に資する学習プログラムの共同開発

・女性関連施設･団体と連携・協力して学 ・共催事業を実施する教育委員会等と共 ○学習プログラムの共同開発に向け、適切に業務が進められているか。学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ共同開発の進捗

習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの共同開発を行う。 同でｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる24時間VOD方式を利 。 ・教育委員会が参画した遠隔情報発信事業検討委員会を設置し、発信方策 Ａ状況
用した情報発信に適したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選び、 を検討し発信している。

学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを試行的に作成・発信し問

題点等について検討を行う 。 ○経費の合理化が図られているか。

・専門家で構成される検討委員会の設置により、衛星通信による情報発信も一

効率化状況 括に実施できたことともに担当者の負担が軽減され、６万円程度の合理化が図 Ａ

れられている。 Ａ

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。

・学習を希望する個人が多様な時間にアクセスすることが可能となり、学習機会

の拡大が図られている。

・共催事業を実施する教育委員会等と共 ○学習プログラムの共同開発に向け、適切に業務が進められているか。学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ共同開発の進捗

同で衛星通信ｼｽﾃﾑによる情報発信に適 。 ・教育委員会が参画した遠隔情報発信事業検討委員会を設置し、発信方策 Ｂ状況
したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選び、学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを試行 を検討し発信されている。

的に作成・発信し問題点等について検討を

行う 。 ○経費の合理化が図られているか。

・VOD方式を利用した情報発信と一括に実施でき、担当者の負担が軽減され、

効率化状況 ６万円程度の効率化が図られている。

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。 Ａ

・遠隔地に居住する者であっても、直接会場に参加することなく事業の参加が可

能となり、学習エリアの拡大が図られている。

３ 生涯学習関連機関等との女性､家庭･家族に関するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの共同構築

(1) 女性関連施設と連携・協力してし5 WinetCASSの整備充実を目指し、女性関 データベース共同構築件数(13年 16件超 14～16件 14件未満 ２５件 Ａ 14年度：20件、15年度：35件、16年度：6

年間で200件の女性関連施設に関す 連施設に関するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの共同構築を 度) 5件、17年度：65件

るﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの共同構築を行う。 15件実施する。 ○経費の合理化が図られているか。

・従来の調査票による方式に比べ、ヌエックの作業負担（アルバイト1日：5,400円

効率化状況 は減少し、さらに入力作業経費（25件×＠1,000円＝25,000円）の合理化が図

られている。 Ａ

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。 Ａ

・Web上でのデータ更新機能を使用し、各施設が自施設（共同構築相手先２５

件）のデータを入力、更新しているので、従来の調査票による方式に比べ、速報

性、正確性等の品質向上が図られている。

(2) 高等教育機関と連携・協力して5 WinetCASSの整備充実を目指し、高等教 データベース共同構築件数(13年 6件超 4～6件 4件未満 ８件 Ａ 14年度：10件、15年度：15件、16年度：3

年間で100件の女性学関連科目に関 育機関における女性学関連科目ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ 度) 5件、17年度：35件

するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの共同構築を行う。 ｽの共同構築を5件実施する。 ○経費の合理化が図られているか。

・従来の調査票による方式に比べ、ヌエックの作業負担（アルバイト1日：5,400円

効率化状況 は減少し、さらに入力経費（116科目×＠500円＝58.000円）の合理化が図られ Ａ

ている。 Ａ

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。

・Web上でのデータ更新機能を開発し、各大学学務担当者（共同構築相手先

８件、入力更新科目数１１６科目）によるデータの入力、更新しているので、従来

の調査票による方式に比べ、速報性、正確性等の品質向上が図られている。
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Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

４ 外部委託の推進

(1) 利用受付・案内業務 ○経費の合理化が図られているか。

利用の受付案内業務の外部委託 ・平成１４年度試行に向け、平成１３年度から検討を始められている。

化について検討を行い、平成14年度 外部委託の推進状況 ○業務の質的な側面での効率化が図られているか。 Ｂ

から試行し、平成15年度から実施す ・平成１４年度試行に向け、平成１３年度から検討を始められている。

る。

(2) 施設使用料収納業務 ○経費の合理化が図られているか。

施設使用料の収納業務の外部委 ・平成１６年度からの試行を平成１３年度から委託経費を改定することなく、休

託化について検討を行い、平成16年 外部委託の推進状況 日について試行されている。約28時間40,000円分（H13実績334件の収納を1件

度から試行し、平成17年度から実施 あたり5分で処理、人件費時間単価@1,441円(3‐9相当) と試算）相当の合理

する。 化が図られている。 Ａ

○業務の質的な側面での効率化が図られているか。

・上記試行により人的資源を他の業務に注ぐことができ効率化が図られている。

５ 事務､事業､組織､施設管理等の見直しによる業務運営の効率化

(1) 企画･事業運営分析機能の組織 内部組織の見直し（定員の振替等）によ ○企画・事業運営分析機能の組織強化が図られているか。

強化 り、専門職員の充実を図る。 企画･事業運営分析機能の組織 ・内部組織を見直し、専門職員を充実させたことにより、企画・事業運営分析機

内部組織の見直しにより、企画 ・ 強化の推進状況 能の組織が強化されている。 Ａ

事業運営分析機能の強化を図る。 ○業務運営の効率化が図られているか。

・上記組織強化により業務運営の効率化が図られている。

(2) 自己点検･評価及び外部有識者 自己点検・評価を行うための内部委員会 ○自己点検・評価及び外部評価の組織体制が整備されているか。

による評価体制の導入 を設置する。外部評価を行うための有識者 ・自己点検・評価委員会を立ち上げ，点検評価を実施されている。

業務運営に関して自己点検･評価 による委員会を設置する。 自己点検･評価及び外部有識者 ・外部有識者による運営委員会を立ち上げ，次期中期計画に反映することを目

及び外部評価を実施し、評価結果を による評価体制の導入状況 的に遅くとも平成１６年度初めまでにまとめるよう外部評価実施に向けた検討を Ａ

反映した組織･ 業務運営を行う。 依頼している。

○業務運営の効率化が図られているか。

・自己点検・評価委員会での検討により，職員の業務運営の効率化に対する

意識を向上させると共に日常的業務遂行に努めている。

(3) 施設の有効利用の推進 施設の利用状況を調査するとともに、 ○施設の有効利用計画が策定されているか。

施設の利用状況を調査し，有効利 施設の有効利用のための計画を策定し、 ・利用者が望む有効利用の方法を図るための基礎資料とするため、利用者に対

用のための計画を策定する。 有効利用を推進する。 し２回のアンケートを実施している。

施設の有効利用計画の達成状況 ○施設の有効利用が推進されているか

・各研修施設の利用状況を調査し基礎的な統計資料を作成。

・延利用者数の推移

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 Ｂ

９３，３８５人 １０２，４９２人 ９５，９１８人 ９４，２１０人

・宿泊室利用率の推移

年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度平成１０

３２．７％ ３５．５％ ３８．２％ ４１．５％
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

１ 研修事業の充実

(1) 女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄの促進図るた ・「女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ支援ｾﾐﾅｰ」 ☆概要

め、女性教育指導者等を対象に女 女性教育・家庭教育に関する事業の企 １．期日：平成１４年２月２６日（火）～３月１日（金）

性教育･家庭教育に関する事業の企 画・立案及び団体・ｸﾞﾙｰﾌﾟ・NPO活動の推 ２．参加者：１２５名（女性１１０名，男性１５名）

画立案及び団体･ｸﾞﾙｰﾌﾟ等の活動の 進に必要な専門的知識・技術の習得、並 研修内容・方法の充実度 ○女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄの促進に向け、全国的に女性教育指導者としての人材養成

推進に必要な専門的知識･技術習 びにｼﾞｪﾝﾀﾞｰに敏感な視点の定着・深化に が図られているか。

得などを図る研修事業を毎年度実施 向けた実践的な研修を行い、男女共同参 ・全国３８都道府県から参加者があり，全国規模の人材養成ができている。 参考指標：事業数・実施期間・参加者

する。 画社会の形成を目指し女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ ○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。 数・参加者分布(地域別、

を支援する。 ・女性のエンパワーメントについて最新の情報を提供し、具体的な支援の方法に 男女別、年齢別等）

ついては、参加型の学習（ワークショップ）を中心にプログラムを工夫した結果、参

加者の期待以上の研修効果、評価が得られている。

・実施時期：約６５％が適切としている。 Ａ

・実施期間：約８８％が適切としている 参考指標：定員充足率

・参加者は１２５名と定員（１００名）を上回っている。 Ａ

○女性団体、女性関連施設等における女性教育に関する事業活動の促進に寄

与しているか。

・女性のエンパワーメントを支援するため、女性教育・家庭教育に関する事業の

企画立案及びＮＧＯ・ＮＰＯ活動の推進に必要な専門的知識・技術の習得など

を図る実践的な研修を通し、行政、あるいはＮＧＯ、ＮＰＯの職員・リーダーとして

の資質向上を図ることを目的として実施し、７９％の参加者が「期待したとおり」

「期待した以上」と評価している。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 131% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 79% Ｂ

(2) 男女共同参画の視点に立った家 ・「家庭・地域で担う子育て支援ｾﾐﾅｰ」 ☆概要

庭教育の支援を図るため、家庭教育 家庭・地域の教育力の向上を図るため、 １．期日：平成１３年９月１３日（木）～１４日（金）

指導者等を対象に男女が共に担う子 男性の子育て・地域活動への参加促進及 ２．参加者：１０３名（女性８９名，男性１４名）

育て及び地域活動への参加促進､子 び母親の子育て不安の解消を図る実践的 ３．主題：「男性が家庭・地域へ－一歩をふみ出すきっかけづくり－」

育て不安の解消などを図る研修事業 研修を行い、男女共同参画の視点に立っ ○男女共同参画の視点に立った家庭教育の支援に向け、全国的に家庭教育指

を毎年度実施する。 た子育て支援を目指す。 研修内容・方法の充実度 導者としての人材養成が図られているか。

・全国２４都道府県５指定都市から参加者があり，全国規模の人材養成ができ

ている。

○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

・男性の職場中心の意識・ライフスタイルを見直し、男性の子育て、地域活動へ

の参加促進を目指した内容として実施されている。その結果、参加者の８０％以

上が「男女共同参画の視点に立った子育て支援についての知識・技術が高まっ

た」「子育て支援のための情報が得られた」と評価されている。 Ａ Ａ

・「参加者が行政担当者・社会教育団体・ＰＴＡ・企業と多様であったため、その

グループも楽しい講座企画になった」「家庭教育における「父親の子育て参加」は

大きな課題であり、その解決のためにも今回のセミナーはよい企画であり研修効

果もあった」等の評価がある。（セミナー講師より）

・実施時期：約８４％が適切としている。（参加者）

・実施期間：約８０％が適切としている。（参加者）

・参加者は１０３名と定員（１００名）を上回っている。

○女性団体、女性関連施設等における女性教育に関する事業活動の促進に寄

与しているか。

・男性の子育てと地域活動への参加促進、母親の子育て不安の解消及び男女

共同参画の視点にたった子育て支援をめざすことを目的として実施されている。そ

の結果、プログラムをとおして、男女共同参画の視点に立った子育て支援に関す

る基礎的な知識や技術を身につけるための専門的・実践的な研修機会を提供

することができ、参加者の８８％が期待どおり又は期待以上との評価があり満足

度の高いセミナーとなっている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 109% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 88% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

・「ﾌｫｰﾗﾑ家庭教育」 ☆概要

男女が共に積極的に担う子育て及び地 １．期日：平成１３年１０月２１日（日）

域社会との連携の中で行われる子育てにつ ２．参加者：２５３名（女性１２２名，男性３１名，子ども１００名）

いて幅広い意見交換を行い、家庭や地域 ３．主題：「体験活動を通じて親子のあり方を見つめ直す」

社会の教育機能の活性化を促し、子ども ○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

の「心の教育」の充実を図る。 研修内容・方法の充実度 ・「遊びから始めよう！！お父さんの子育て」をキャッチフレーズに参加者を募集

し、「遊び」という誰にでも分かりやすく親しみやすいテーマを切り口として、男女が

共に積極的に担う子育ておよび地域社会との連携の中で行われる子育てについ

て幅広い意見交換を行い、家庭や地域社会の教育機能の活性化を促し、子ど Ｂ

もの「心の教育」の充実を図ることを目的として実施されている。その結果、参加

者の８０％以上が「期待通り・期待した以上」と評価している。 Ｂ

・参加体験活動を中心としたプログラム内容とし、その結果、親子で遊ぶ楽しさ、

子どもにとっての「遊び」の意味や大人にとっての子どもへの関わり方等について様

々な角度から捉えられている。

・参加者の約８０％から「子どもにとっての遊びの意味を見直すことができた」との

評価が得られている。

・参加者は２５３名と定員（６００名）を下回っている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 52% Ｃ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 86% Ａ

(3) 男女共同参画の意識を高めるた ・「男女共同参画学習推進フォーラム」 ☆概要

め、女性教育指導者等を対象に男 地域の実情と人々の学習要求に応じた １．期日：

女平等に関する教育の充実や地域 生涯学習の推進と、広域的な施設間のﾈｯ 川崎市 平成１３年９月８日（土），１０月６日（土），１０月２３日（火），１０月

の課題解決に向けた実践的な研修 ﾄﾜｰｸ形成の充実を図るため、女性教育施 ２７日（土），１０月２８日（日），１１月１７日（土），１２月８日（土）

事業を毎年度実施する。 設、生涯学習ｾﾝﾀｰ等の生涯学習関連施 新潟県 平成１３年１２月１６日（日）

設と連携して地域においてﾌｫｰﾗﾑ等を実 鳥取県 平成１３年１２月１５日（土）

施し、男女共同参画社会の形成の促進を 香川県 平成１３年１２月３日（月），１２月１５日（土），平成１４年１月２６日

図る 。 研修内容・方法の充実度 （土）

２．参加者：

川崎市４５７名（女性３６９名，男性８８名）

新潟県４００名（女性３００名，男性１００名）

鳥取県４３０名（女性３６０名，男性７０名）

香川県１８１名（女性１３７名，男性４４名）

３．テーマ： Ａ Ａ

川崎市『２１世紀「女」と「男」そして「家族」』

新潟県『男女共同参画の種を蒔こう！地域で、学校でそしてみんなで育てよ

う。』

鳥取県『男女共同散参画社会づくりの和を広げよう ～世代を越えて集い学び

語る～』

香川県『“地域と職場での男女共同参画”どのように進める？』

○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

・男女共同参画学習の推進に向け、それぞれの地域の状況、ニーズに応じたプロ

グラム展開になっており、地域の課題解決を目的としたものとなっている。

（参加者の満足度：新潟県、鳥取県90％以上 川崎市、香川県約80％）

・それぞれの地域とも、広域的な施設間のネットワークを形成している。

・それぞれの地域の課題解決を目指した具体的な取組を内容としており、実践

的な研修となっている。また、その方法も、参加者が積極的に参加できるよう多様

で有用なものとなっている。

・各地域の実状により、最も適切な時期に実施されている。

・参加者：川崎市457名（予定500名）、新潟県400名（予定400名）、鳥県430

名（予定300名）、香川県181名（予定170名）となり、どの機関もほぼ予定どおり

の参加者が得られている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 107% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 87% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

・「教師のための男女平等教育ｾﾐﾅｰ」 ☆概要

教師の生涯学習の一環として、学校教 １．期日：平成１３年７月２４日（火）～２６日（木）

育における人権尊重、男女平等に関する ２．参加者：１４６名（女性１１７名，男性２９名）

指導の充実及びｼﾞｪﾝﾀﾞｰに敏感な視点の ３．主題：「学校教育の中のジェンダー／男女平等教育を考える」

定着と深化に資する実践的研修を通し、 ○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

男女共同参画社会の形成の促進を図る。 研修内容・方法の充実度 ・学校教育における人権尊重、男女平等に関する指導の充実及びジェンダーに

敏感な視点の定着と深化に資することを目的として実施されている。その結果、

プログラムを通して、男女平等教育の基礎的知識や技能を身につけるための専

門的・実践的な研修の機会を提供し、参加者の９０％以上が期待どおり又は期

待以上であったと評価している。

・学校教育の中のジェンダーについての講義やジェンダーに敏感な視点を身につけ Ａ

るためのワークショップ等の内容で実施されている。その結果、参加者の９０％以 Ａ

上が「男女平等教育についての基本的な知識が高まった」「ジェンダーに敏感な

視点が養われた」と評価しており、このことから参加者の期待に応えられた内容と

いえる。

・「セミナーの進め方がよく工夫されていた」「グループ活動（ワークショップ、討議

等）が多いのはよい」「ジェンダーの視点で従来の教育を見直すことは固定的な役

割分業の再生産を防ぐことになるので重要である」等の評価が得られている。（セ

ミナー講師より）

・実施時期：約８５％が適切としている。（参加者）

・実施期間：約８２％が適切としている。（参加者）

・参加者は１４６名と定員（１２０名）を上回っている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 143% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 91% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

・「公開講演会(年2回）」 ☆概要（第１回）

男女共同参画社会の形成に向けて、女 １．期日：平成１３年６月２４日（日）

性・男性、家庭・家族等に関する今日的 ２．参加者：６８８名（女性６４０名，男性４８名）

課題について解決の手がかりを得る。 ３．主題：「ゆたかな高齢期をつくる －向老期をともに生き、ともに学ぶ－」

(第1回） ○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

男女共同参画週間に因み、男女共同 ・男女共同参画週間に因んだ講演会とし、講師（神津十月氏）のわかりやすい

参画社会の形成の促進を図るため、特別 研修内容・方法の充実度 講演と、会館が実施した調査研究の報告をシンポジウム形式で行われたことは、

講演会を実施する。 「向老期の学習」という新しい切り口での提案となり、中高年参加者の学習意 Ａ

(第2回) 欲に対する刺激となったと思われる。

2002年は国連が定めた国際ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ ・講演・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑとも参加者の満足度は高いため、講演会の目的・内容は適切

年であり、「環境問題を考える旅ー2002年 であったといえる。

国際ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ年ー」をﾃｰﾏに実施する。 講演会：高齢期を前向きに考えるきっかけを与える講演会となっている。

シンポジウム：女性問題や男性の意識改革の必要性を伝えることができてい

る。

・実施時期：約７０％が適切としている。（参加者アンケートより）

・参加者は６８８名と定員（６００名）を上回っている。

応募倍率（第１回） 105%超 95～105% 95%未満 129% Ａ

参加者の満足度( 1 ｱﾝｹｰﾄ ) 85%超 75～85% 75%未満 88% Ａ第 回 調査

☆概要（（第２回）

１．期日：平成１４年２月２日（土） Ｂ

２．参加者：３８５名（女性２９２名，男性９３名）

３．主題：「環境問題を考える旅－２００２年国際エコツーリズム年－」

○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

・「国連女性の地委員会」が取り上げ，世界的重要課題となりつつある環境問

題・エコツーリズムをテーマとした講演会を開催した結果、エコツーリズムについて未

知の参加者からも理解を得られている。また、講師が登山家であるため、近隣

の山岳会へ参加の呼びかけにより、男性参加者の割合が２５％と高く 、国立 Ｂ

女性教育会館の男性への認知度が高まっている。

・参加者の８０％以上が、「期待した以上だった」「ほぼ期待したとおりだった」と評

価が高く、講演会の内容は適切だったといえる。

・２００２年は「国際エコツーリズム年」であり、２００２年初頭にエコツーリズムに関

する講演会を開催したことは適切であったといえる。

・参加者は３８５名と定員（６００名）を下回ったが、男性参加者の割合は２５％と

過去最高となっている。

応募倍率（第２回） 105%超 95～105% 95%未満 64% Ｃ

参加者の満足度( 2 ｱﾝｹｰﾄ ) 85%超 75～85% 75%未満 82% Ｂ第 回 調査
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(4) 女性関連施設の職員としての資質 ・「女性関連施設職員のためのｾﾐﾅｰ」 ☆概要

･ 能力の向上を図るため，事業の企 公私立女性会館・女性ｾﾝﾀｰ等の職員 １．期日：平成１３年６月５日（火）～８日（金）

画運営等に必要な知識･技術を身 として必要な知識・技術を身につけるための ２．参加者：１２８名（女性１００名，男性２８名）

につける研修事業を毎年度実施す 専門的・実践的な研修を通し、施設職員 ３．主題：「２００１年 これからの女性関連施設」

る。 の資質の向上を図るとともに、男女共同参 ○女性関連施設の職員としての資質・能力の向上が図られているか。

画社会の形成を目指した生涯学習を促進 研修内容・方法の充実度 ・女性会館・女性センター等女性関連施設の職員としての資質・能力の向上を

する。職員ｺｰｽと館長ｺｰｽに分けて実施す 図るため、事業の企画・運営等に必要な知識・技術を身につけることを目的に実

る。 施し、参加者の９０％以上から「期待どおり」又は「期待以上」との評価が得られ

ている。

○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

・国の施策や基本的な考え方に関する講義、施設・職員の役割に関する講義、

当面している問題についての協議、事業の企画・運営に必要な技術を身につけ

るための専門的・実践的な研修の機会を提供している。また、参加者の９０％以 Ａ

上から「女性関連施設職員としての必要な知識・技術が高まった」との評価が得 Ａ

られている。

・実施時期：（館長コース）約８１％が適切としている。

（職員コース）約８５％が適切としている。

・実施期間：（館長コース）約６９％が適切としている。

（職員コース）約９２％が適切としている。（以上参加者アンケートよ

り）

・参加者は１２８名と定員（１２０名）を上回っている。

○女性団体、女性関連施設等における女性教育に関する事業活動の促進に寄

与しているか。

・セミナー終了後、事業評価の一環としてフォローアップアンケート調査を実施した

ところ、ほとんどの参加者から事業活動の企画・実施に役立てているとの評価が

得られている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 137% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 98% Ａ

・「女性関連施設等情報ﾈｯﾄﾜｰｸ研究協 ☆概要

議会」 １．期日：平成１３年１２月１２日（水）～１４日（金）２泊３日

女性関連施設等における情報活用方 ２．参加者：７１名（女性５６名、男性１５名）

法、情報機能の連携のあり方等について研 ○研修目的を達成するため、研修内容・方法が適切なものとなっているか。

究協議を行うとともに、女性情報に関する 研修内容・方法の充実度 ・「埼玉県男女共同参画推進センターの情報システム」の事例報告をはじめとし

専門的・実践的な研修を行い、各施設・ て、情報担当者に関わる諸問題について協議を行うとともに、ホームページを材

職員間の情報ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の推進を図 料としたグループワークやネットワークについての意見交換により、参加者のネットワ

る。 ーク形成が推進され、参加者の評価が得られている。

・参加者は、インターネットで情報発信を現在行っている施設の担当者がほとんど

で、一部は今後のホームページ開設の参考にするために参加した者であり、プログ Ａ

ラムは情報活用方法、情報機能の連携に関わるもので、協議の時間も十分に

取り、各施設・職員間のネットワークの形成を図り、参加者の80％以上が、全て Ａ

のプログラムについて「参考になった」と評価されている。

・終了後のコーディネーターとの打合せにおいて２泊３日が参加しやすく、協議を行

うにも適当な時期・期間であると評価されている。

・参加者は７１名と定員（７０名）を上回っている

○女性団体、女性関連施設等における女性教育に関する事業活動の促進に寄

与しているか。

・協議会終了後もメーリングリストを通して、ホームページの相互リンク，行政資料

の収集や分類について日常的に情報交換を行い、それぞれの業務に役立ったと

している。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 101% Ｂ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 96% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(5) ｱｼﾞｱ太平洋地域における政府機 ・「国際女性情報処理研修」 ☆概要

関及びNGOの女性情報に関する指 日本を含むｱｼﾞｱ太平洋地域の政府機 １ 期日：平成１３年１１月１１日（日）～１７日（土） ６泊７日

導者の育成及びそのﾈｯﾄﾜｰｸの形成 関及びNGOの女性情報に関する指導者を ２ 参加者：２０カ国 ３１名

の促進を図るため，情報処理・鰹湯に 対象とした情報処理技術の研修を行うこと ３ 共催 文部科学省

関する知識及び技術の習得などを図 により、女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄに必要な知識と ○ｱｼﾞｱ太平洋地域における女性情報に関する指導者の養成が図られ、国際協

る研修事業を毎年度実施する。 技術を習得するとともに、情報ﾈｯﾄﾜｰｸを構 研修内容・方法の充実度 力に寄与しているか。

築することにより、国際ﾚﾍﾞﾙでの女性のｴﾝ ・情報処理研修だけでなく、グループ演習や「女性情報国際フォーラム」への参加

ﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄを実現する。 をプログラムに加えることによって、理論・技術のみでなく、研修の実施方法を習得

し、ネットワークの形成を図るという目的に沿ったものとなっている。 Ａ

・情報処理研修、講義、グループ演習、グループプレゼンテーションという内容によ Ａ

って、技術の習得とともに、研修生相互の意見交換が可能となり、研修生の90

％が「参考になった」と評価している。

・実施時期：６５％（研修生アンケートより）が適当としているが、もっと暖かい時期

を望む意見が３０％以上ある。

・実施期間：５２％（研修生アンケートより）が「短すぎる」としている。

・３０カ国、８８名からの応募がある。（日本を含む）

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 251% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 91% Ａ

(6) 参加者の研修事業に対するｱﾝｹｰ 研修効果を高めるため、参加者へのｱﾝ ○参加者のニーズに対応した研修内容・方法の改善・充実が図られているか。

ﾄ調査等により、その満足度を調査・ ｹｰﾄ調査等を行い、その満足度を調査・分 ・各研修事業共に、参加者・講師に対するアンケート調査を行ってまとめ・評価を

分析し、その成果を研修事業の内容 析し、成果を以後の研修事業の内容・方 行い、その結果を次年度事業の企画に反映させている。

・方法に反映する。 法に反映する。 研修内容・方法への反映状況 ・「女性関連施設職員のためのセミナー」参加者へのフォローアップアンケート調査

を実施

・アンケート回答者の内、職員コースにおいては７０％以上が館長コースにおい

ては９０％以上が「事業の企画・運営」上、役立ったとしている。 Ａ

・研修の成果を受け、ＤＶ、女性の就職、男性向けの講座等男女共同参画

社会に向けた各種事業が実施されている。

・フォローアップアンケートの意見を参考とし、次年度の開催時期、企画等に反

映している。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

2 交流事業の充実

(1) 男女共同参画社会の形成に向け ・「女性学・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ研究ﾌｫｰﾗﾑ」 ☆概要

た研究･教育･実践活動を行っている 女性学・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ研究と女性のｴﾝﾊﾟﾜｰ １．期日：平成１３年８月２４日（金）～２６日（日）

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等が多様なﾃーﾏによるﾜｰｸｼ ﾒﾝﾄに関わる多様な研究・教育・実践活動 ２．参加者：１，５５７名（女性１，４１９名，男性１３８名）

ｮｯﾌﾟ(100程度)を企画運営できる交 の課題や成果を出し合い、情報交換を行う ３．主題：「２１世紀に向けての男女平等・開発・平和 －働いて生きる」 参考指標：事業数・実施期間・参加者

流事業を毎年度実施する。 ことにより、男女共同参画社会の形成に向 ○交流目的を達成するため、交流内容・方法が適切なものとなっているか。 数・参加者分布

けた女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄの推進・女性の人 交流内容・方法の充実度 ・女性学・ジェンダー研究と女性のエンパワーメントにかかわる多様な研究・教育・

権の確立を図る。 実践活動の課題や成果を出し合い、情報交換を行うとともにネットワークづくりの

場の提供をねらいとして開催し、参加者の８０％以上が「期待通り・期待した以

上」と評価されている。

・参加者の７０％が「テーマ“２１世紀の男女平等・開発・平和－働いて生きる”に

ついて情報が得られた」としている。

・自由企画ワークショップが１０６件（応募は１３４件）あり、目安としている１００件

を上回っている。

・プログラムの企画に当たっては、企画委員会を組織した結果、フォーラムのテーマ

や主催者提供プログラム等に、最新の女性学・ジェンダー研究の動向を踏まえた

情報を提供することができた。また、自主企画ワークショップにおいては「テーマワー

クショップ」（テーマを決めたワークショップ）と「自由テーマワークショップ」（自由なテー

マによるワークショップ）に分けたことにより、多くの応募を受けることができ、内容も

充実したものとなっている。 Ａ

・都道府県・政令指定都市の教育委員会、男女共同参画部局や関係団体・ Ａ

研究所、企業、マスコミ関係等、幅広く広報を行っている。６年継続の事業という

こともあり、社会的認知度が高く、新聞紙上に取り上げられる機会が多くなってい

る。 参考指標：定員充足率

・実施時期：約８０％が適切としている。（参加者）

・実施期間：約７２％が適切としている。（参加者）

・参加者は４６都道府県から１，５５７名あり全国規模の交流が図られている。

○女性団体・グループ等における女性教育に関する事業活動の促進に寄与してい

るか。

・参加動機で「男女共同参画社会の形成にむけてエンパワーメントするため」，

「現在の研究実践活動に必要な知識や情報を得るため」としている者は，４５

％，５０％であるが，参加後それらができたと思う者は６５，６４％であり，それぞれ

増加している。また，参加動機を「自分の抱える問題を議論する場を得るため」と

していた者は１７％であるが，参加後それができたと思う者は５０％と一番増加し

ている。

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 161% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 93% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(2) 男女共同参画社会の形成に向け ・「全国交流ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ」 ☆概要

た多様な学習活動を展開している地 多様な生涯学習を展開している全国の １．期日：平成１３年１０月１９日（金）～２１日（日）

域の女性教育関係団体関係者を 団体・ｸﾞﾙｰﾌﾟに、日頃の学習・活動の報告 ２．参加者：１，１２３名（女性９９９名，男性１２４名）

対象に、日頃の学習成果の報告､ ・発表、研修及び全国的な交流の機会を ３．主題：「出会い・感動・ネットワーク －男女共同参画への行動－」

実践活動の発表､ 情報交換などを 提供し、参加者相互の学習、交流及びﾈｯ ○交流目的を達成するため、交流内容・方法が適切なものとなっているか。

行う全国的な交流事業を毎年度実 ﾄﾜｰｸづくりを進めることにより、女性のｴﾝﾊﾟ 交流内容・方法の充実度 ・男女共同参画社会の形成に向けた多様な生涯学習を展開している全国の団

施する。 ﾜｰﾒﾝﾄを推進し、男女共同参画社会の形 体・グループに、日頃の学習・活動の報告・発表、研修及び全国的な交流の機

成の促進を図る。 会を提供し、参加者相互の学習、交流及びネットワークづくりを目的に実施し、

参加者の８０％以上が「期待通り・期待した以上」との評価をうけている。

・プログラムの企画に当たっては、実行委員会を組織した結果、自由企画プログラ

ムにおいて新たなテーマを取り上げるなど、工夫をこらした運営により、活発な意

見が交わされている。

・トーク＆トーク「ここまできたフェミニズム －追い風・向かい風のなかで－」

女性政策の現状から今後の１人ひとりの行動を考える契機となる対談であり、

参加者からも好評である。

・自由企画プログラムへは６６件の応募があり、自己都合でキャンセル2件を除く６ Ａ Ａ

４件が実施された。「どのプログラムも魅力的で、どれに参加しようかとても迷った」

という参加者の声が多くある。

・都道府県、政令指定都市の教育委員会、男女共同参画行政部局や関係団

体・研究所、マスコミ関係等、幅広く広報を行った。中でも一番効果的だったの

は、各地域の実行委員からの声掛となっている。

・実施時期：約６８が適切としている。

・実施期間：約５５％が適切としている。

・参加者は37都道府県から１,１２３名あり、全国規模の交流が図られている。

○女性団体・グループ等における女性教育に関する事業活動の促進に寄与してい

るか。

・参加者の地域活動の充実・促進を図るとともにネットワーク形成を深めることが

できている。

・「全国的なネットワークづくりを進めるため」を参加動機とした者の数と、事業参

加後「全国的なネットワークづくりを進めることができた」とする者の数を比較すると

約５倍に増えている。（参加動機：全体の4.2%→参加後：全体の20.0%））

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 173% Ａ

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 90% Ａ
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(３) 国際的な女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄの促 ・「女性情報国際ﾌｫｰﾗﾑ」 ☆概要

進に資するため、世界各国の女性の 日本及び海外における女性情報の現状 １ 期日：平成１３年１１月１７日（土）～１８日（日） １泊２日

教育問題等に関して、国際的視野 ・課題について政府機関とNGOの両面から ２ 参加者：分科会 １３８名（女性１２９名、男性９名）

からの研究協議及び交流を行う「国 討議を行うことを目的として、「国際女性情 国際シンポジウム １６２名（女性１５２名、男性１０名）

際ﾌｫｰﾗﾑ」を毎年度実施する。 報処理研修」の参加者及びその他の地域 ＊外国人参加者 ２２カ国 ３３名

の海外専門家を招聘し、国際的な視野か ○交流目的を達成するため、交流内容・方法が適切なものとなっているか。

らの課題分析を分科会・国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等 交流内容・方法の充実度 ・動機を持った参加者のうち約７０～８０％が「女性情報についての理解が深まっ

により行うとともに、参加者間の国際的情 た」「ICT（情報コミュニケーション技術）の活用について知ることができた」「女性関

報ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の推進を図る。 連施設に求められる情報サービスについて考えるために役立った」「情報ネットワー

クの形成に役立った」「海外及び国内の参加者との交流を図ることができた」として

いる。

・国内及び海外（アメリカ、イギリス、フィリピン）から専門家を招き、研究・行政・N

GOの側面から女性情報の現状と課題について討議を行った。「国際女性情報

処理研修」研修生の参加を通じて、アジア太平洋地域の情報担当者を含んだ

交流が可能となっている。

・７０％以上が「会館直接」「教育委員会・所属機関」からこのフォーラムの開催を

知ったとしている。報道関係や出版社（朝日新聞社など庶務係作成「女性関係 Ａ Ａ

報道担当者一覧」による）、インターネット掲示板等にも可能な限り広報を行った

が、そこから情報を得た割合は６％と非常に少なくなっている。

・高等教育機関における女性学関連科目の担当者に対して広報を行ったことに

より、一般参加者における研究者の割合が増加した。（１３．６％）（平成10年度

は5％、11年度は4％）・関係機関（各省庁男女共同参画推進本部主管課、

女性関連施設、女性団体、国際機関、大学、マスコミ・出版関係等）への募集

要項の送付と会館ホームページでの募集要項の掲載（ホームページからのE-mail

での申込を可能とした）で募集を行ったが、E-mailでの申込が郵送（４５％）に次

ぎ、３３％と多くなっている。

・実施時期：７１％が適当としている。（参加者）

・実施期間：「１泊２日」については７１％、「土日祝日の開催」については６２％

が適当としている。（参加者）

・分科会の参加者は１３８名、国際シンポジウムの参加者は１６２名でともに定員

を下回っている

応募倍率 105%超 95～105% 95%未満 118％（分科会）､44％（国際シンポ Ａ

ジウム）

参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 86% Ａ

(4) 参加者の交流事業に関するｱﾝｹｰ 交流事業の効果を高めるため、参加者 ○参加者のニーズに対応した交流内容・方法の改善・充実が図られているか。

ﾄ調査等により、その満足度を調査・ へのｱﾝｹｰﾄ調査等により、満足度を調査・ ・各交流事業共に、参加者・講師に対するアンケート調査を行ってまとめ・評価を

分析し、その成果を交流事業の内容 分析し、成果を以後の交流事業の内容・ 交流内容・方法への反映状況 行い、その結果を次年度の事業の企画に反映させている。

・方法に反映する。 方法に反映する。 ・交流事業はアンケートの回収率が低調であり、次年度はアンケートの回収方法 Ｂ

等について工夫が必要である。

・交流事業参加者に対するフォローアップアンケート調査は未実施。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

３ 調査研究事業の充実

(1) 少子高齢化､高度情報化等の社会の変化に対応した学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･教材の開発に関する調査研究

① 男女共同参画の視点に立った ・「高齢社会に向けての男女共同参画学 ☆概要

高齢男女の生活と意識に関する 習に関する調査研究」 １．研究期間：平成１１年度～平成１３年度

調査研究を行い､高齢社会におけ 男女共同参画社会の形成を目指し、高 ２．調査研究の目的

る家族等をﾃｰﾏとした学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 齢期における豊かなﾗｲﾌｽﾀｲﾙの実現に向 （１） 高齢期の豊かでかつ多様なライフスタイル・モデルの提示

ﾑを平成13年度までに開発する。 けた男女共同参画学習を進めるため、ｼﾞｪ （２） 個人の高齢期における豊かなライフスタイルも実現に向けての学習課題の

ﾝﾀﾞｰに敏感な視点に立ち高齢男女の生活 調査研究目的･内容の適切性 明確化

と意識に関する調査研究を行い、研究成 ３．平成１３年度実施内容：一般向けブックレットの作成（財務省印刷局より平成

果をまとめたﾌﾞｯｸﾚｯﾄを作成する。 １４年３月発行：10,000部）

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・今後の日本社会を考える上で大きな課題となっている高齢化に対応した調査

研究は時宜を得たものである。 Ａ

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・これまであまり明確にされていなかった向老期を対象とした意義は大きい。今

後、更にプログラムを精緻化することが課題である。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・プロジェクトメンバーによるシンポジウムの実施によって、研究成果の普及を図ると

ともに、多様なライフスタイル・モデルの提示、学習課題の明確化を目的として、

具体的な学習プログラムを実践編として取り上げ、一般向けブックレット「男女共

同参画向老期をともに生き，ともに学ぶ－豊かな高齢社会に向けて－」を市販さ

れている。

② 国内外で作成されている統計ﾃﾞ ・「ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ統計に関する調査研究」 ☆概要

ｰﾀを男女共同参画の視点から調 ｼﾞｪﾝﾀﾞｰの視点に立った統計ﾃﾞｰﾀ集の １．研究期間：平成１３年度～平成１４年度

査分析し､女性の現状を客観的に 作成に向け、統計表の再検討等、内容、 ２．調査研究の目的

把握することのできる統計資料を平 提供の方法等について研究会を開催す 調査研究目的･内容の適切性 （１） 女性のエンパワーメントを目指す統計指標の検討

成17年度までに作成する。 る。 （２） ジェンダーの視点からみたデータの検討

（３） データ提供方法に関する検討

３．平成１３年度実施内容

（１） 昭和６２年から刊行されてきた「統計に見る女性の現状」（最新版は２００

０年第６版）の内容の見直し

（２） ジェンダーの視点からみたデータの検討

（３） データ提供方法に関する検討 Ａ

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・男女共同参画社会の実現のために不可欠なジェンダーの視点に立った統計に

ついての調査研究に着手したことは大きな意味がある。

・当該調査研究は、ヌエックが昭和６２年から刊行してきた「統計に見る女性の現

状」の拡大したものである。統計データベースの構築と併せ、膨大な蓄積データが

あって初めて可能となるものであり、我が国の他の機関の追随を許さぬところであ

る。

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・ジェンダーの視点に立った統計データ集の作成に向けた基礎的研究として、デー

タの収集分野の検討、提供方法の検討を実施されている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・平成１４年度までの継続事業
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(2) 男女共同参画の視点からの女性教育及び家庭教育の内容と方法に関する調査研究

① 女性の生涯学習の実態について ・「女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄのための生涯学習拡 ☆概要 科学研究費補助金を用いて、韓国へ

男女共同参画の視点からの解明 充方策に関する調査研究」 １．研究期間：平成１２年度～平成１４年度 の訪問調査などが実施でき、より拡充した

及び国際比較を行い、生涯学習と 韓国女性開発院との共同研究として、 ２．調査研究の目的 研究内容となった。

しての女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ達成に有 日本国内でのｱﾝｹｰﾄ調査、及び韓国での 調査研究目的･内容の適切性 （１） 日韓両国における女性の生涯学習の解明および比較

効な学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを平成14年度ま 合同ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを行うことにより、日韓両国 （２） 女性のエンパワーメントに向けた生涯学習の拡充方策の提示

でに開発する。 における女性の生涯学習の実態についてｼﾞ ３．平成１３年度実施内容

ｪﾝﾀﾞｰの視点からの解明、及び比較を行 （１） 日本調査の実施・集計

い、生涯学習の拡充方策を提示し、女性 （２） 韓国への訪問調査（科学研究費補助金）

のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄを推進する。 （３） 日韓のデータ比較研究

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・この調査研究は今後の女性施策の充実を図る上で、また、韓国との比較という

点でも有意義な研究といえる。

・韓国女性開発院とヌエックとの、日韓両国の国立の女性教育施設における共

同研究となり、お互い国レベルでの調査研究が可能となる。また、韓国の国立機 Ａ

関である韓国女性開発院との共同研究を実施することによって、政策的見地か

ら日本の生涯学習施策の充実に役立つ成果が期待される。

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・女性のエンパワーメントをテーマとするアンケート調査、ヒアリング調査の実施によ

って、日韓比較の貴重なデータを得ることができ、国際比較調査の重要性が明

確化されている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・平成14年度は、日本・韓国相互に開催を予定している共同研究会議を実施

し、成果をまとめた報告書が作成されている。

② 男女共同参画社会の形成に必 ・「ｼﾞｪﾝﾀﾞｰの視点に立った家庭教育の内 ☆概要

要な基礎知識や学習支援方法に 容と方法に関する調査研究」 １．研究期間：平成１３年度

ついて調査研究を行い、その成果を 男女共同参画社会の形成に必要な基 ２．調査研究の目的

まとめ家庭教育を支援する者向け 礎知識や学習支援方法について調査研 調査研究目的･内容の適切性 （１） 固定的な男女の役割分担意識にとらわれない家庭教育を進める上での学

の学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ及び学習教材を平 究を行い、その成果をまとめ、家庭教育を 習課題の明確化

成13年度までに開発する。 支援する者への参考資料とする。 （２） 家庭教育に関する相談員や、ボランティア、子育てグループやサークルのリー

ダーなど家庭教育支援に関わっている人を対象として家庭教育資料の内容

の検討

３．平成１３年度実施内容

関連分野の研究者及び国立女性教育会館事業課研究員等による研究プロ

ジェクトを設置し、調査研究を行った。 Ａ

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・家庭教育支援の充実が求められる中、男女共同参画社会の形成に向けた家

庭教育をテーマにジェンダーの視点からアプローチすることは時宜を得たことだと考

えられる。

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・各分野の専門家をメンバーとするプロジェクト方法を取ったことにより、家庭教育

を支援する者へ向けた参考資料の内容がより充実したものとなっている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・平成14年度に、開発した学習プログラム等をヌエックブックレットシリーズ２として

発行することを予定しており、その結果として研究成果の普及が見込まれる。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(3) 女性情報に関する調査研究

① 高等教育機関における女性学 ・「女性及び家族に関する学習情報の調 ☆概要

関連分野の教育･研究動向を調 査研究」 １．研究期間：平成１３年度

査し､その成果を踏まえて平成13年 高等教育機関における女性学関連分 ２．調査研究の目的

度までに報告書を作成するとともに 野の教育・研究動向を調査し、報告書の 調査研究目的･内容の適切性 （１） 女性の学習機会の拡充を図る資料の収集・分析

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を図る。 刊行及びﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化することによって、女 （２） 女性学関連分野の調査・研究に資する資料の収集・分析

性の学習機会の拡充を図るとともに、同分 ３．平成１３年度実施内容

野の調査・研究に資する。 （１） 高等教育機関における女性学・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ論関連科目に関する教員調査

の実施

（２） 調査報告書の刊行

（３） 女性学・ジェンダー論関連科目データベースの公開

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・高等教育機関における女性学関連分野の教育・研究動向の調査は、同分野

における基礎資料となっている。 Ａ

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・平成12年度に実施した学務関係基本調査に基づき女性学・ジェンダー論関連

科目の担当教員を対象にした教員調査を行うことにより、女性学・ジェンダー論

関連分野の教育・研究動向に関して基礎資料となり、同分野の充実に資するも

のとなっている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・報告書では、学務関係基本調査に現われる女性学関連科目の開講状況と、

教員調査で明らかになった科目の詳細と教員本人の女性学関連科目に対する

考え方などが集計分析された。教員調査の回答から学務関係のデータを手直し

し、平成12年度開講科目について「女性学・ジェンダー論関連科目データベー

ス」として公開している。

② 女性教育関連用語の新しい概 ・「女性教育ｼｿｰﾗｽに関する調査研究」 ☆概要

念構造を体系化し､それに基づいた 情報機能の充実を図るため、女性教育 １．研究期間：平成１３年度

女性教育ｼｿｰﾗｽを平成13年度ま 関連語の新しい概念構造を体系化し、そ ２．調査研究の目的

でに作成する。 れに基づいた女性教育ｼｿｰﾗｽを作成す （１） 女性教育関連用語の新しい概念構造の体系化

る。 調査研究目的･内容の適切性 （２） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で提供する情報検索システムにおける検索用語集(シソーラ

ス)の新しいあり方とその可能性の検討

３．平成１３年度実施内容

シソーラスの内容、用語・階層化の検討

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・情報機能の充実を図るため、女性教育関連語を含む、女性情報全体の新し

い概念構造を体系化することは、女性関連の分野での基礎資料となっている。 Ａ

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・女性教育関連語を含む、女性情報全体の新しい概念構造の枠組を決定し、

新たに作成したシソーラス編集データベースを用いて用語・階層について検討を行

い、シソーラスを作成されている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・女性に関するを情報を効率的に検索するための用語集で、名称は『女性情報

シソーラス』とし、PDF形式でホームページ上に公開されている。『婦人教育シソー

ラス第２版』（1990）以降の新しい概念・用語を取り入れる一方、使用頻度の低

かった用語を削除し（索引語数は約6000から約3000）、また第2版では慣用に従

っていた用語を統一（婦人、女子は女性を使う等）する等、利用者にとってより使

いやすいものになっている。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

③ 衛星通信ｼｽﾃﾑやｲﾝﾀｰﾈｯﾄを介 ○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

したＶＯＤ方式等による情報発信 調査研究目的･内容の適切性 ○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

事業のあり方等について調査研究 ○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

し、遠隔情報発信に適切な教育 ・平成１５年度から実施予定

学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを平成17年度までに

開発する。

(4) 国内外の研究機関との共同研究 ・「女性の学習関心と学習行動に関する国 ☆概要

として女性の学習関心と学習行動に 際比較調査」 １．研究期間：平成１３年度～平成１５年度

関する国際比較調査研究を平成13 本調査に向けた予備調査及び合同会 ２．調査研究の目的

年度から実施し､その成果を踏まえて 議を実施し、国際的な男女平等の取組の （１） 女性のエンパワーメントを目指す統計指標の検討

女性の社会参画に向けた知識･技 中で、女性の学習関心及び学習行動に関 調査研究目的･内容の適切性 （２） ジェンダーの視点からみたデータの検討

術の習得のための学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを平 する国際比較調査・研究を行い、男女共 （３） データ提供方法に関する検討

成17年度までに開発する。 同参画社会の形成に向けた生涯学習の ３．平成１３年度実施内容

振興並びに女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄを推進す （１） プロジェクト会議を実施し、調査内容・実施計画等を策定する。

る。 （２） 国内予備調査を実施する。

（３） 各国（アメリカ・韓国・ノルウェー）への現地訪問を行い、共同研究会議を

実施し調査内容・実施計画を検討する。

○調査研究の目的が適切なものとなっているか。

・男女共同参画社会の形成に向けた生涯学習の振興、女性のエンパワーメント

の推進を目的とした国際比較調査はこれまで例がなく、画期的なものとなってい Ａ

る。

○目的を達成するため、調査研究内容・方法が適切なものとなっているか。

・13年度は各国の女性の生涯学習の状況を把握するためにヒアリング調査を実

施するとともに、それぞれの国の研究者と意見交換を行った。日本においては女

性センターを対象に女性の学習の予備調査を実施されている。

○調査研究目的に沿った成果が得られているか。

・平成１５年度までの継続事業

○共同研究により、調査研究内容の質の向上が図られているか。

・各国の大学・研究機関と共同で実施することにより、各国の実態・現状を踏ま

えた調査・研究の比較・実施が可能となった。さらに、各国の大学、研究機関と

のネットワークの形成は、今後の調査研究の向上及び生涯学習方策の充実に

資することが期待される。

(5) 調査研究の成果を一般に普及す ・「国立女性教育会館研究紀要の作成」 ☆概要

るため、研究紀要､調査研究報告書 女性教育、家庭教育、女性学、女性情 第５号 テーマ「２１世紀の家族と子ども」

等を刊行するとともに,学習教材を広 報学に関する会館の調査研究を国内外に テーマ論文（５本）、投稿論文（５本）、国立女性教育会館調査研究事業（２

く提供する。また､その成果を公開ｼﾝ 発表するとともに、公募論文を選考して掲 研究成果の普及状況 本）、収録（２本）、書評（３本）を掲載する。

ﾎﾟｼﾞｳﾑ等で発表するなど各種主催･ 載する。 第６号 テーマ「男女共同参画社会と学びの創造」

共催事業に活用する｡ 投稿論文の募集・査読（応募論文数２１件）

○研究成果の活用が図られているか。

・希望者に対する実費頒布を検討中である。 Ａ 参考指標：報告書等の作成件数

・配布先：行政機関、女性教育関連施設、大学・学会、研究者・専門家等

約1,200件

・新聞等への掲載件数 ３件

（讀賣新聞、「女性ニューズ」（全国婦人新聞社）、「福祉広報」（東京都社会福

祉協議会）

○研究成果公表の場として活用が図られているか。

・第５号の投稿論文には３４本の応募がある（内掲載件数は５本）。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

会館の女性教育、家庭教育に関する調 １．期 日：平成１３年１１月１１日（日）

査研究で得られた最新の成果を発表し、 公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等における参加者 ２．参加者：１７８名 （女性１６４名、男性１４名）

男女共同参画に向けた調査研究の充実を の評価(ｱﾝｹｰﾄ調査) ３．主 題：第１部 男女共同参画－はじめの一歩を家庭から

図る。 第２部 『国立女性教育会館研究紀要「第５号」』入選論文報告会

○研究成果の活用が図られているか。 Ａ

・参加者は１７８名と定員（１５０名）を上回っている。

・参加者の８０％以上が、「期待どおり」「期待した以上」と評価している。特に平

成１０年度から３年計画で実施した調査研究の成果を基にした、シンポジウ第１

部「男女共同参画－はじめの一歩を家庭から」が参考になったという回答は９８

％に達している。

(6) 調査研究体制の整備･充実

① 平成13年度から客員研究員の 客員研究員１名増 ○調査研究体制の整備・充実が図られているか。

拡充を図るとともに，平成１７年度 ・教師のための男女平等教育セミナー研修プロジェクトの開発担当

から研究課題の公募制を導入す 客員研究員の拡充状況 （拡充した理由）

る。 客員研究員については、平成１２年度には、「地域の子育て環境づくり」、「社

会教育における学習プログラム開発」等、男女共同参画社会の形成に向けた教 Ａ

育・学習に関する調査研究を依頼（計６名）していたが、新たに学校教育におけ

る男女平等教育に関する学習プログラム開発に関する適切な人材が必要でり拡

充されている。

② 科学研究費補助金等の外部資 科学研究費補助金等申請 ４件 ○外部資金の活用が図られているか。 ※委託事業の実施 （内閣府男女共同

金を積極的に活用する。 ・外部資金の導入状況 参画局より２事業を委嘱）

外部資金の導入状況 科学研究費補助金採択件数１件（研究期間３年間） １０，６００千円（総額） Ｂ 事業名：「性別データの収集・整備に関す

る調査研究」

「地域における男女共同参画状

況」



- 21/* -

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

４ 情報事業の充実

(1) 女性及び家庭･家族に関する分野 ・女性教育情報センターの運営 ○利用者のニーズに応じた情報提供サービスの質的向上が図られているか。

における国内外の情報資料を計画 ・女性や家族に関する図書、行政資料の購入、受贈に努め、目録のデータベー

的に集整理し、利用者に提供すると 情報提供の充実度 ス化を進められている。

ともに、ﾚﾌｧﾚﾝｽｻｰﾋﾞｽ(毎年度1,000 ・レファレンスなどの問い合わせによって利用者のニーズを把握し、そのサービスのた

件)､文献複写ｻｰﾋﾞｽ(毎年度150 めに、地方自治体の男女共同参画条例のまとめ等を作成し、対応している。現 Ａ

件)などによる情報提供の充実を図 在話題となっている「学校におけるジェンダー・フリー」「新しい働き方の創造」「いま

る。 ボランティア活動がめざすもの」「ひとりで生きるということ」のテーマで展示を行い、リ

ストを配布されている。

・「女性及び家族に関する情報資料の収 受入図書・資料数 3,150件超 2,850～3,150件 2 , 8 5 0件未 3,056件 Ｂ 年間資料増加数3,000件

集・整理・提供」 満

女性及び家庭・家族に関する分野にお 情報ｾﾝﾀｰ利用者数 6,300名超 5,700～6,300名 5 , 7 0 0名未 5,968名 Ｂ Ｂ 年間利用者数6,000名

ける国内外の情報資料を計画的に収集・ 満

整理し、広く利用者に提供する。

・「ﾚﾌｧﾚﾝｽ･ｻｰﾋﾞｽ及び文献複写ｻｰﾋﾞｽ」 ﾚﾌｧﾚﾝｽｻｰﾋﾞｽ件数 1,050件超 950～1,050件 950件未満 1,060件 Ａ 年間1,000件（中期計画）

来館者または電話・文書・Eﾒｰﾙ等によ 文献複写ｻｰﾋﾞｽ件数 160件超 140～160件 140件未満 136件 Ｃ Ｂ 年間150件（中期計画）

る問い合わせに対して情報提供を行う。複

写により資料提供を行う。

・「女性及び家族に関する図書資料の展 展示開催回数 4回超 4回 4回未満 ４回 Ｂ

示」

会館が所蔵する資料について、四半期

ごとにﾃｰﾏ展示を行い、女性及び家族の分

野の理解を深める。

(2) 女性関連施設等における情報活 ・「女性関連施設等情報ﾈｯﾄﾜｰｸ研究協 参加者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調査) 85%超 75～85% 75%未満 96% Ａ

用方法､情報機能の連携のあり方 議会」 ○女性関連施設間の情報ネットワーク形成の推進が図られているか。

等について研究協議を毎年度行い、 女性関連施設等における情報活用方 ・グループ討議や自由研究の時間を有効に使って、71名の各参加者間のネットワ

各施設間の情報ﾈｯﾄﾜｰｸの形成を 法、情報機能の連携のあり方等について研 各施設間の連携状況 ークができている。そのため、協議会終了後もメーリングリストを通して、ホームペー Ａ

図る。 究協議を行うとともに、女性情報に関する ジの相互リンク，行政資料の収集や分類について日常的に情報交換を行い、そ Ａ

専門的・実践的な研修を行い、各施設・ れぞれの業務に役立てている。

職員間の情報ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の推進を図

る。

・「女性関連施設職員のためのICT習得ｻ ☆概要

ﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 １ プロジェクトチームの設置

女性情報の視点に立ったICT（情報ｺﾐｭ ２ 実施内容：TICTサイトの立ち上げ（平成13年5月）、若苗広場（掲示板）ツリー

ﾆｹｰｼｮﾝ技術）の習得を目的とした教材の 型に改良（9月）、英語版TICTの公開（11月）、「仕事に役立つエクセルファイルの

作成、地域での研修支援等のｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｼﾞ サンプル集」「女性情報レファレンス事例集」などのコンテンツを追加（12月）

ｪｸﾄを実施することにより、女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒ ○サポートプロジェクトが適切に進められているか。

ﾝﾄを推進する。 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施状況 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに専用ｻｲﾄを用意し、女性情報の視点に立った教材を提供すること

により、女性関連施設職員のＩＣＴ習得をｻﾎﾟｰﾄしている。（毎月500～600件の Ａ

アクセスがある）

・女性情報関連リンク集、職員間の交流を深めサイトに関する意見等を書き込

める掲示板である若苗広場を設け、随時改良を行なった。 Ａ

・ワードによる定型文書とチラシ作り及びエクセルファイルのサンプル集など業務に

直結したコンテンツを作成されている。

○女性関連施設間の連携が図られているか。

各施設間の連携状況 ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾒﾝﾊﾞｰに「ほっと越谷」「大阪ﾄﾞｰﾝｾﾝﾀｰ」の職員を委嘱、ｻﾎﾟｰﾄ用ｻｲ

ﾄに情報提供してもらい、運営について意見を聴取している。施設での事業から Ａ

女性政策へ反映させる方法、女性情報収集についてなど、ｻｲﾄ用掲示板への

書き込みを通じて女性関連施設職員間の連携が深められている。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(3) 女性情報ｼｽﾃﾑの構築･充実

① ｢女性情報ＣＡＳＳ｣と｢女性情報 WinetCASSで行っている女性情報関連 ○利用者のニーズに応じた女性情報システムの質的充実が図られているか。

ＨＰ-ＣＡＳＳ｣の整備充実を図る。 のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ群、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等をあわせて一 ・ホームページへのアクセスが月平均12,000件ある。

(中期目標）女性及び家庭・家族に関する 挙に検索することができる「女性情報CAS 整備充実度 ・プロバイダーや回線接続先の変更により接続が高速化され利用者サービスの向

情報について平成17年度まで S」と国内外の女性情報に関するﾎｰﾑﾍﾟｰ 上が図られている。

に28万件をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化する。 ｼﾞを横断的に検索することができる「女性情 ・「女性情報CASS」に新規登録先4件を追加、「HP－CASS」に登録先50件を Ａ

(中期目標）会館ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのｱｸｾｽ件数 報HP-CASS」を充実する。 追加されている。

について平成17年度までに20 文献情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽについてはﾃﾞｰﾀを充 ・四半期ごとに「女性情報CASS」と「HP－CASS」の登録先100件のホームペー

万件を達成する。 実する。 ジ、データベースを確認した。「女性情報CASS」の登録先1件と「HP-CASS」の Ａ

女性関連施設ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽについては情 登録先12件のアドレスを変更されている。

報提供施設自身等によるﾃﾞｰﾀの更新を行

う。 各年度の新規データベース件数 15,750件超 14,250～15,750 14,250件未 文献情報データベース（新規） 15,97 Ａ (平成12年度末20万5千件、15,000件増

高等教育機関における女性学関連科 件 満 2件 （別に新聞記事遡及分26,687 加目標(毎年度)）

目ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽについては，情報提供機関等 件）

のｼﾗﾊﾞｽ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等からの情報収集及 各年度のアクセス増件数 21,000件超 19,000～21,000 19,000件未 30,030件増 Ａ (平成12年度末10万件、2万件増加目標

びﾃﾞｰﾀ更新を行う。 件 満 (毎年度)）

② 女性関連施設のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更 女性に関する統計ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽについて データベース更新件数 480件超 420～480件 420件未満 694件 Ａ

新を平成13～17年度までの毎年 は，ﾃﾞｰﾀの更新を行う。

度450件実施する。 また、家庭教育に関する支援団体や関

③ 高等教育機関における女性学 係機関からの情報提供(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる掲 データベース更新件数 1,000件超 900～1,000件 900件未満 2,572件 Ａ

関連科目ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更新を平成 示板形式）の公開と意見収集を行う。

13～17年度までの毎年度950件実

施する。

④ 女性の状況を把握する上で重要 データベース整備充実件数 580件超 520～580件 520件未満 551件 Ｂ

な統計ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの内容見直し、

ﾃﾞｰﾀの更新等の整備充実を平成

13～17年度までの毎年度550件実

施する。

⑤ 男女共同参画社会の形成に関 ○人物データベースの整備に向け、適切に調査検討が進められているか。

する分野の有識者の人物ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ 調査検討状況 ・「国立女性教育会館人物データベース」を整備するために、会館事業に協力い

ｽを整備するための調査検討を行 ただいた関係者に対して、調査項目の検討をしたうえで調査を行い、収集した調 Ｂ

う。 査データを整理している。データベースの追加・修正を継続するとともに、運用方

法を今後検討することとなっている。

(4) 家庭教育に関する支援団体や関 ○双方向の情報発信の整備が図られているか。

係機関からの情報提供（インターネッ ・話題毎に意見をまとめられるような形式のツリー型の掲示板を作成した。11月13

トによる掲示板形式）を平成14年度 整備状況 日から12月12日まで公開し、シンポジウムでの感想等について意見交換が行わ

まで整備する｡ れている。今後は平成13年度で整備したツリー型掲示板の活用が可能となる。 Ａ

・掲示板への書き込みの契機とするために、共催事業の公開シンポジウム「男女

共同参画ーはじめの一歩を家庭から」をとりあげて、情報の提供が得られている
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(5) 遠隔情報発信事業の実施

① ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる24時間ＶＯＤ方 ・共催事業を実施する教育委員会等と共 ○インターネットによる遠隔情報発信事業の実施に向け、適切に業務が進められて HP上の当該ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｾｽ件数

式で各種ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ発信事業を平成 同でｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる24時間VOD方式をを いるか。 １，４２５件（Ｈ１３．１２～Ｈ１４．３）

13年度から試行的に行い､平成17 利用した情報発信に適したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選 実施状況 ・教育委員会が参画した遠隔情報発信事業検討委員会を設置した。

年度までに実施する。 び、学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを試行的に作成・発信し ・ＶＯＤ（５分）のコンテンツが発信されている。 Ａ

問題点等について検討を行う 。 ・視聴者アンケート調査結果を踏まえ、検討委員会で平成１４年度以降の発信

について，より改善されるよう検討を行われている。

② 衛星通信ｼｽﾃﾑによる各種ﾌﾟﾛｸﾞ ・共催事業を実施する教育委員会等と共 ○衛星通信ｼｽﾃﾑによる遠隔情報発信事業の実施に向け、適切に業務が進めら

ﾗﾑ発信事業を平成13年度から試 同で衛星通信ｼｽﾃﾑによる情報発信に適 れているか。

行的に行い､平成17年度までに実 したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選び、学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを試行 実施状況 ・教育委員会が参画した遠隔情報発信事業検討委員会を設置されている。 Ａ

施する。 的に作成・発信し問題点等について検討を ・エルネット（３０分）のコンテンツが発信されている。

行う 。 ・視聴者アンケート調査結果を踏まえ、検討委員会で平成１４年度以降の発信

について，より改善されるよう検討が行われている。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

５ 受入事業の充実

(1) わかりやすい案内書等を平成13年 ・会館利用に関するわかりやすい案内書の 利用案内書等の作成状況 ○利用案内書等の内容の充実が図られているか。

度までに作成配布するとともに、会館 作成 ・施設毎の利用案内を作成されている。

利用者に対する学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等に関 ○利用者のニーズに応じた利用者サービスの質的向上が図られているか。

する相談（毎年度2,000件）や学習に ・利用者の声やボランティア等の意見を参考に、わかりやすい案内書の作成等， Ａ

必要な情報の提供(毎年度100件)の 利用に当たってのサービスの向上を図られている。

充実を図る。

(中期目標)会館を利用した団体・個人等 利用者に対する相談件数 2,100件超 1,900～2,100件 1 , 9 0 0件未 2,700件 Ａ Ａ

のうち毎年度平均70%以上(任 満

意抽出調査）が利用に対して 利用者に対する情報提供実施件 105件超 95～105件 95件未満 84件 Ｃ

満足するよう、各種ｻｰﾋﾞｽの質 数 参考指標：利用者数、利用団体数、

的向上を図る。 会館利用者の満足度(ｱﾝｹｰﾄ調 75%超 65～75% 65%未満 83％(11月実施） Ａ 宿泊・日帰り利用者数、

査) 施設稼動率等

(2) 施設の夜間利用を進め､女性教育 ・女性教育情報ｾﾝﾀｰの夏期の金・土曜 ○施設利用時間の延長が図られているか。

情報ｾﾝﾀｰについては平成13年度か 日の開室時間を21時まで延長する。 ・女性教育情報センターでは、7月20日から宿泊利用者の多い毎週金曜日、土

ら夏期の金･土曜日は21時まで､研 利用時間の延長状況 曜日の開室時間を18時から21時まで延長し、11月30日まで延べ39日行われて Ａ

修施設については平成15年度から いる。この間、昼から夜の利用が180人、夜のみの利用が67人である。

21時まで延長する。

(3) ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を活用した会館の情 ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾘﾆｭｰｱﾙ等により、会館の事 ○情報提供サービスの充実が図られているか。

報提供ｻｰﾋﾞｽの充実を図る。 業情報・施設情報及びﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの情報 ・ホームページをリニューアルし、親しみやすさを心がけられている。

提供ｻｰﾋﾞｽの充実を図る。 情報提供サービスの取組状況 ・英語版のリニューアルも行った。利用申込み方法について詳しく記述されている。

・主催事業の開催要項をホームページ掲載するとともに、可能な限りE-mailでの Ａ

参加申し込みを受け付ている。（インターネットによる申し込みシステムを取り入れ

た事業数：平成12年度3件、平成13年度7件）

(4) ｴﾚﾍﾞｰﾀ､ﾄｲﾚ等を高齢者･障害者 ・トイレを身体の不自由な利用者に配慮し ○高齢者・障害者等に配慮した施設整備が進められているか。

等へ配慮した改修を進める。 た施設に改修する。 ・Ｂ棟宿泊室内にトイレを設置するとともに，宿泊棟及び本館並びに実技研修

高齢者・障害者等への対応状況 棟の共用トイレの既存の洋式便器を一部温水洗浄便器に交換している。

・個別空調の設置

○利用者へのサービスの向上が図られているか。

上記の外

・わかりやすいサインシステムの導入 Ａ

東武東上線「武蔵嵐山駅」の改修に合わせ、会館までの案内表示をビジュア

ル化した見やすいものに改善して掲示をおこなっている。

・正門警備員室の改善

正門警備員室を案内所に改修し，来館者に対する館内の案内について便宜

を図っている。

(5) 受付案内等ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活動の場 ・主催事業及び受入事業における受付案 ○会館ボランティアの活動の充実が図られているか。

を充実し、利用者へのｻｰﾋﾞｽの向上 内、施設案内、実技指導等ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活 ・主催事業・受入事業に関する活動（４８１回：個人４５９回、グループ２２回）

を図る。 動の場を充実することにより、利用者へのｻ 会館ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活動状況 ・情報に関する活動（３６５回：個人３６５回）

ｰﾋﾞｽの向上を図る。 ・広報に関する活動（９３回：個人９３回）

・環境に関する活動（１１９回：個人６８回、グループ５１回） Ａ

・その他の活動（カレンダー・ヌエックボランティア紹介パンフレットの作成、主催事

業の企画） 計：１０５８回

○利用者へのサービスの向上が図られているか。

・上記活動により利用者へのサービスの向上を図られている。

(6) 会館ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの研修会を毎年度4 ・会館ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ研修会を年４回実施する 研修の実施回数 4回超 4回 4回未満 4回 Ｂ

回実施する。
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

６ 広報活動の充実

(1) 事業実施成果に係る刊行物など ・定期刊行物の刊行 ○広報資料の内容の充実が図られているか。

広報関係資料の内容の充実を図る。 ﾇｴｯｸﾆｭｰｽ､WINET情報､ 広報資料の作成状況 内容の改善点

NWEC Ｎewsletter ・「ヌエックニュース」：文字数を最小限とし、写真・イラスト等をふんだんに使いビジ

ュアル化。

・主催事業の実施成果等を刊行 ・「ＷＩＮＥＴ情報」：Winetcassの各データベースなどサイトの更新情報の提供に努

国立女性教育会館研究紀要、ﾇｴｯｸ めている。

主催事業報告書、女性学・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ研究 ・「NWEC Newsletter」：会館の調査研究の他に、他省庁又は民間の研究機関

ﾌｫｰﾗﾑ報告書 の発表した調査・統計資料も掲載の対象としている。

○広報資料の配布先が適切かどうか。

・各広報紙は計画のとおり作成し、配付等を行っている。

定期刊行物

・「ヌエックニュース」（第９３，９４，９５，９６号）

配布先：行政機関，女性関連施設，女性団体，大学，マスコミ，一般等

配布部数：約13,000部

・「ＷＩＮＥＴ情報」（第８，９号）

配布先：行政機関，女性関連施設，女性団体，大学，在日外国公館等，

公共図書館等 配布部数：約1,800部

・「NWEC Newsletter」 （Vol.18№1，2）

配布先：<国内>行政機関、女性教育関連施設、女性団体，在日外国公館 Ａ

等 <海外>国連関係機関、女性の地位窓口、大学及び研究機関等

配布部数：<国内>約680部、<海外>約1,700部

主催事業の実施成果等

・「 国立女性教育会館研究紀要」（第５号）

配布先：行政機関、女性教育関連施設、大学・学会、研究者・専門家等

配付部数：約1,200部

・「平成１３年度ヌエック主催事業実施報告書」（平成１４年４月刊行）

配付先：行政機関、女性教育関連施設及び女性団体等

約1,500部配付部数：

・「平成１３年度女性学・ジェンダー研究フォーラム報告書」

配布先：行政機関、女性教育関連施設、大学・学会、研究者・専門家等

配付部数：約1,200部

・「男女共同参画 向老期をともに生き，ともに学ぶ－豊かな高齢社会に向

けて－」（市販：10.000部）

・「高等教育機関における女性学・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ論関連科目に関する調査報告

書」

配布先：行政機関、女性教育関連施設、高等教育機関図書館，研究所等

配付部数：約1,600部
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

(2) 関係機関･民間企業等から広報 広報活動の実施状況 ○広報活動の協力が得られているか。

面について協力が得られるよう積極的 ・女性関係報道担当者との会館実施事業に関する懇談会の実施

に働きかける。 ・主催事業の実施、刊行物の発刊に当たっての報道機関等へ通知及び事業概

要，参加者募集等の依頼

・女性ニューズに会館執筆コラム欄の常時掲載（Ｈ１３．８．１０号～）

・各種外部広報媒体へ積極的な掲載依頼

掲載件数 ６件（文部科学省関係紙を除く） Ｂ

・近隣の博物館等８施設と連携して地域の観光・施設案内マップを作成配布し

た。(2,300枚)

・地域の博物館等２施設と共同で最寄り駅への案内板を設置した。また，地元

行政広報紙への会館案内記事の掲載等地域行政等からの広報活動への協力

が得られている。

○広報活動による成果が得られているか。

・上記活動による問い合わせは多く，成果を上げているといえる。

若年齢層等の新規利用者の開拓を図 ○新規利用者の開拓が図られているか。

るため、学生向け利用案内の作成や大学 新規利用者の開拓状況 ・新規利用者開拓のための広報用品の作成

訪問などの広報活動の充実を図る。 広報ビデオテープ

２００本（日本語１７０本，英語３０本）

広報ポスター

１，０００枚（２種類×５００枚）

広報チラシ

１０，０００枚（２種類×５，０００枚） Ａ

広報用品差し込み用ポケットファイル

１，０００冊

・広報用「ヌエックカレンダー」を会館ボランティアの協力を得て作成されている。

・大学等、関係機関に広報用品等によるＰＲを行っている。

・埼玉県内等の４０大学及び経済関係団体に利用依頼状及び広報用品等を

持参し，学生等に会館を周知してもらうよう依頼されている。

・埼玉県内の会館からの遠隔地及び東京都並びに群馬県内の大学等２４０校

に，また埼玉県内の全高等学校２４５校に利用依頼状及び広報用品等を送付

し，学生等に会館を周知してもらうよう依頼されている。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

１ 自己収入の増加(中期目標)

積極的に外部資金、施設使用料等、 ・予算 自己収入の増加状況 ○自己収入の増加が図られているか。

自己収入の増加に努める。また、自己収 ・収支計画 ・実績額

入額の取り扱いにおいて、各事業年度に計 ・資金計画 施設使用料 38,739,960 円

画的な収支計画を作成し、当該収支計画 文献複写料 26,005 円

による運営に努める。 財産貸付料 401,232 円

版権使用料 157,500 円 合計39,324,697円

・平成１３年度計画収入額46,885千円に対して7,560千円の減収となるが、これ

は宿泊棟の改修工事によりH13.11からH14.3の５か月間にわたり宿泊利用の制

限をせざるを得なかったため等である。

実績額 H11- 46,568千円（宿泊棟改修工事なし）

H13- 38,740千円

・平成１４年度より、自己収入増に努めるべく施設使用料を改定することとし、利 Ｂ

用者、関係機関に周知している。

・ヌエックブックレット刊行による版権使用料収入がある。

・外部資金の導入を行っている。 9,722,343円

（内訳）

内閣府より受託

「性別データの収集・整備に関する調査研究」 5,357,583円

「地域における男女共同参画状況調査」 2,930,775円

ＪＩＣＡより受託

「女性の教育推進セミナー」 1,433,985円

・寄附金受入とその適切な使用に関する体制が整備されている。

受入実績 1件 61,678円

２ 固定的経費の節減(中期目標)

管理業務の節減を行うとともに、効率 固定的経費の節減状況 ○固定的経費の節減が図られているか。

的な施設運営を行うこと等により、固定的 ・非常勤職員の削減 対前年度３名及び約5,000千円減

経費の節減を図る。 ・宿直廃止による宿直手当の削減 （約2,000千円）

なお、宿直廃止により業務委託内容の変更（夜間緊急時連絡体制強化）によ

る経費の増は発生していない。

・ペーパレス化（内部通知のメール化、両面コピーの活用）

・会館からの情報発信の充実を図るため、インターネット専用回線の高速化（128 Ａ

Kbps→1.5Mbps)を実施している。なお，その際、プロバイダーや回線接続先を学

術情報ネットワーク（電気通信大）経由（月額約366千円）から商用プロバイダー

（熊谷）経由（月額約310千円）に変更して回線使用料の節減が図られている。

（参考変更前 128Kbps 学術情報ネットワーク経由 月額約125千円）

・上記回線の高速化により利用者サービスの向上が図られている。
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Ⅳ その他業務運営に関する事項

評価基準又は評価の観点 評価指標又は評価項目に係る

中期計画の各項目 年度計画の各項目(平成13年度） 評価指標又は評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 点検・評価 評定 留意事項等

１ 施設･設備に関する計画

(中期目標)長期的な視野に立った計画的 ・施設・設備に関する計画 （プール棟屋根 計画の達成状況 ○計画的な施設整備の推進が図られているか。

な施設整備を推進するととも ・外壁改修その他工事他） ・老朽化したプール棟屋根及び外壁を改修されている。

に、施設、設備の維持保全を ・研修棟の誘導灯を改修されている。 Ａ

行い、安全性の確保を図る。

２ 人事に関する計画

(1) 方針

幅広い人材を確保するため関係機 ・国立大学・地方公共団体等と引き続き 方針の達成状況 ○人事方針の達成が図られているか。

関･団体等と計画的な人事交流の推 人事交流を行う。 ・文部科学省，東京大学，埼玉大学，埼玉県，千葉県と行っている。 Ａ

進を図る。

(2) 人員に係る指標

常勤職員については、その職員数 指標の達成状況 ○人員に係る指標の達成が図られているか。

の抑制を図る。 ・常勤職員数の増減はない。 Ｂ


